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昨年のCOP21で採択されたパリ協定は、平均気温の上昇を

２℃を十分に下回ることを目的とし、21世紀後半に温室効果

ガスの排出を実質ゼロとする脱炭素社会を構築することに

合意した歴史的な合意です。そのパリ協定は合意から1年足

らずで発効し、11月7日からモロッコで開催されたCOP22で、

パリ協定の第１回締約国会合（CMA1）が開催されました。 

11月18日深夜、CMA1はルール作りの交渉スケジュールに合

意して閉会しました。パリ協定は順調にその歩みを開始した

と言ってよいと思います。 

21世紀後半の脱炭素社会構築のためには、エネルギー源を

再生可能エネルギーに100％転換するしかなく、パリ協定の

発効は再生可能エネルギー100％社会に向けた歩みが始まっ

たことを意味します。 

パリ協定からの離脱を公言するトランプ米大統領の誕生

は、確かに不安定要因ですが、2001年にブッシュ大統領が京

都議定書交渉から離脱した当時に比べて、再生可能エネルギ

ーの普及、自治体や企業などの取り組みが急速に進んでおり、

さらにアメリカの発言力も低下し、トランプ米大統領誕生の

影響は限定的です。トランプ大統領の影響で、世界の温暖化

対策が後退させてはならないと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際エネルギー機関（IEA）は、2015年の全世界の発電量

のうち 23%を再生可能エネルギーが占め、石炭火力を抜いて

最大の電源になったとし、さらに 2021 年には 28%まで上昇

すると予測しています。 

地球温暖化問題の国際交渉が前に進んできた要因は、

IPCC に代表される科学と市民の関心の高さです。地球温暖

化問題は人類の健全な生存に関わる問題です。自然エネル

ギー市民の会の活動はますます重要になってきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歴史的なパリ協定が歩みを開始した！ 

～低炭素社会、再生可能エネルギー拡大の動きは止まらない～ 
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市民たちによる「気候マーチ」(11月 13日、モロッコ・マラケシュ) 


